
エイチ・エス損害保険株式会社

（単位：百万円）

金額 金　額

3,154 2,321

150 支 払 備 金 313

社 債 100 責 任 準 備 金 2,008

株 式 50 482

1,097 代 理 店 借 54

土 地 707 再 保 険 借 45

建 物 383 未 払 法 人 税 等 208

その他の有形固定資産 6 預 り 金 7

104 未 払 金 67

ソ フ ト ウ ェ ア 104 前 受 収 益 0

その他の無形固定資産 0 仮 受 金 98

252 39

再 保 険 貸 53 1

未 収 金 77 2,845

未 収 収 益 0

預 託 金 51 1,612

金 融 派 生 商 品 0 831

仮 払 金 41 利 益 準 備 金 19

前 払 費 用 27 繰 越 利 益 剰 余 金 812

528 2,443

2,443

5,288 5,288資産の部合計 負債及び純資産の部合計

株 主 資 本 合 計

負債の部合計

（純資産の部）

資 本 金

利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

純資産の部合計

価 格 変 動 準 備 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産 賞 与 引 当 金

第15期　決算公告

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

有 価 証 券

そ の 他 負 債

2019年度（2020年3月31日現在）　貸借対照表

科　　目 科　　目

（資産の部） （負債の部）



貸借対照表に関する注記 

 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法は、次のとおりとしています。 

① 満期保有目的の債券・・・移動平均法による償却原価法（定額法） 

② 子会社株式・・・移動平均法に基づく原価法 

2. デリバティブ取引の評価は、時価法によっています。 

3. 有形固定資産の減価償却の方法は、次のとおりとしています。 

① 建物および建物付属設備・・・定額法 

② 上記以外の有形固定資産・・・定率法 

なお、その他の有形固定資産のうち取得価額が１０万円以上２０万円未満の

ものについては、３年間で均等償却を行っています。 

4. 無形固定資産の減価償却の方法は、次のとおりとしています。 

① ソフトウェア・・・利用可能期間（５年）に基づく定額法によっています。 

5. 外貨建資産等の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠しています。 

6. 貸倒引当金は債権の貸倒による損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引

当基準に基づき計上しています。また、すべての債権は資産の自己査定基準に基づき、

各資産を所轄する部門が資産査定を実施し、当該部門から独立した内部監査部が査定

結果を監査しており、その査定結果に基づいて引当を行っています。 

7. 賞与引当金は役員及び従業員賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しています。 

8. 価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に基づき算出した額を計上しています。 

9. 消費税及び地方消費消費税の会計処理は、税込方式によっています。 

10. 金融商品の状況に関する事項は、次のとおりです。 

① 資産運用方針 

    安全性の確保および流動性を保ちつつ、許容されるリスク量の範囲内でリスクを

とった運用を行うことにより運用収益を最大限確保し、中長期的に純資産価値の

拡大を図り、これを蓄積することによって担保力を充実することを基本方針とし

ております。 

② 運用資産の内容及びそのリスク 

資産運用方針に基づき、具体的には預貯金、有価証券、により資産運用を行ってお

ります。有価証券は満期保有を目的として社債に投資しております。 

有価証券は主なリスクとして、市場リスクおよび信用リスクにさらされております。

また、再保険貸および未収金については信用リスクにさらされております。 

③ リスク管理体制 

    資産運用リスク管理規程に従い、市場リスクについては、ポートフォリオの状況

その他一定の事項を定期的に測定することにより管理しております。信用リスク

については、保有する有価証券の信用格付を確認し定期的に把握することにより

管理しております。また、預貯金、再保険貸および未収金の信用リスクについて

は、自己査定により格付確認等を行い、リスクを確認しております。 



11. 主な金融資産にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりです。 

 

（注１） 金融商品の時価の算定方法 

(ア)  現金及び預貯金、再保険貸及び未収金は、主に短期間で決済される予定

であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。 

(イ) 満期保有目的の債券は、３月末日の市場価格等によっています。 

(ウ) デリバティブ取引は為替予約です。当該時価については、公表されている

市場金利と評価日の為替レートを基準として算出した理論価格です。 

(エ) 子会社株式は、非上場株式（貸借対照表計上額 50 百万円）で市場価格がな

く、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、時価開示の対象とはしていま

せん。 

（注２） 保有目的ごとの有価証券等に関する事項は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

デリバティブ取引 0 0 -　

ヘッジ会計が適用されていないもの 0 0 -　

ヘッジ会計が適用されているもの - - -　

満期保有目的債券 100 100 0

再保険貸 53 53 -　

未収金 77 77 -　

貸借対照表計上額 時価 差額

現金及び預貯金 3,154 3,154 -　

有価証券 100 100 0

満期保有目的債券 （単位：百万円）

時価が貸借対照表計上額を超えな
いもの

- -　 -　 -　

種類
貸借対照表計

上額
時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超える
もの

社債 100 100 0



 

（注３） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額は、次のとお

りです。 

 

12. 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 

① 賃貸等不動産の状況に関する事項 

東京都港区において賃貸不動産（土地及び建物）を所有しております。 

② 賃貸等不動産の時価に関する事項 

 

13. 有形固定資産の減価償却累計額は、29 百万円です。 

14. 関係会社に対する金銭債権の総額は 12 百万円、金銭債務の総額は 4 百万円です。 

15. 繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳は、次のとおりです。 

繰延税金資産の総額は 528 百万円で、繰延税金負債はありません。繰延税金資産から

評価制引当金額として控除すべき金額はありません。 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、責任準備金 503 百万円、賞与引当金 11 百

万円です。 

16. 子会社等の株式は 50 百万円です。 

17. 支払備金の内訳は、次のとおりです。 

 支払備金（出再支払備金控除前）      397 百万円 

 同上に係る出再支払備金           83 百万円  

  差 引                 313 百万円 

18. 責任準備金の内訳は、次のとおりです。 

 普通責任準備金（出再責任準備金控除前）  886 百万円 

 同上に係る出再責任準備金          59 百万円  

  差 引（イ）              827 百万円 

 その他の責任準備金（ロ）        1,180 百万円  

  計（イ＋ロ）             2,008 百万円 

（単位：百万円）

合計 3,285

1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

5年超

現金及び預貯金 3,154 -　 -　 -　 -　 -　

1年以内

未収金 77 -　 -　 -　 -　 -　

-　 -　 -　 -　 -　

　　満期保有目的の債券 -　 -　 100 -　 -　 -　

有価証券 -　

再保険貸 53

-　 100 -　 -　 -　

-　 -　 -　 -　 -　

（単位：百万円）

建物 383 383 0

貸借対照表計上額 時価 差額

土地 707 707 0



19. １株当たりの純資産額は 75,796 円 04 銭です。 

20. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。 



　　　   　　2019年4月1日から　　　　　
2019年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　損益計算書

　　　　 　　2020年3月31日まで　　　　　　
　(単位：百万円)

金　　　　　額

4,526

4,509

4,457

（収　 入 　保　 険 　料） 5,709

（支　払　再　保　険　料） 1,251

51

0

12

11

1

3

0

3

4,007

3,130

1,324

（支 　払　 保   険   金） 1,723

（回　収　再　保　険　金） 399

322

1,315

（代　理　店　手　数　料　等） 1,951

（出　再　保　険　手　数　料） 636

168

4

4

872

0

0

518

特   　別 　  利  　 益 0

0

特   　別 　  損　 　失 25

7

17

0

493

284

△ 153

131

362

金 融 派 生 商 品 収 益

科　　　　　目

経 常 収 益

保 険 引 受 収 益

正 味 収 入 保 険 料

支 払 備 金 戻 入 額

為 替 差 益

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 収 入

資 産 運 用 費 用

そ の 他 経 常 収 益

代 理 業 務 手 数 料

そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用

保 険 引 受 費 用

正 味 支 払 保 険 金

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益

そ の 他 特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 損

減 損 損 失

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

為 替 差 損

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

そ の 他 経 常 費 用

損 害 調 査 費

諸 手 数 料 及 び 集 金 費

責 任 準 備 金 繰 入 額



損益計算書に関する注記 

 

1. 関係会社との取引による収益総額は 495 百万円、費用総額は 1,872 百万円です。 

2. 正味収入保険料の内訳は、次のとおりです。 

 収入保険料                  5,709 百万円 

 支払再保険料                 1,251 百万円  

    差引                  4,457 百万円 

3. 正味支払保険金の内訳は、次のとおりです。 

 支払保険金                  1,723 百万円 

 回収再保険金                   399 百万円  

    差引                  1,324 百万円 

4. 諸手数料及び集金費の内訳は、次のとおりです。 

 支払諸手数料及び集金費            1,951 百万円 

 出再保険手数料                  636 百万円  

    差引                  1,315 百万円 

5. 支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は、次のとおりです。 

 支払備金繰入額（出再支払備金控除前）     △124 百万円 

 同上にかかる出再支払備金繰入額         △72 百万円  

    差引                   △51 百万円 

6. 責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は、次のとおりです。 

 普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） △155 百万円 

 同上にかかる出再責任準備金繰入額       △185 百万円  

   差引                     29 百万円  

 その他の責任準備金繰入額             139 百万円 

7. 利息及び配当金収入の内訳は、次のとおりです。 

 預貯金利息                   10 百万円 

 社債利息                     0 百万円 

 不動産収益                    1 百万円  

   計                     11 百万円 

8. １株あたりの当期純利益金額は 11,233 円 11 銭です。 

9. 当期における固定資産の減損損失に関する事項は次のとおりです。 

① 資産のグルーピングの方法 

保険事業等の用に供している不動産等については、保険事業用資産として全体で 1

つの資産グループとし、賃貸用資産等については、個別の物件ごとにグルーピング

しております。 

 



② 減損損失の認識に至った経緯 

保険事業用資産グループとして区分していた物件のうち、翌事業年度における事務

所の移転決定に伴い処分が予定される固定資産につき回収可能額が帳簿価額を下

回る物件について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上しております。 

③ 減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳 

 

④ 回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、翌事業年度に発生するキャッシュ・フローに基づく使用価値を適

用しております。 

10. 関連当事者との取引は、次のとおりです。  

 

11. 重要な会計上の見積もりは、次のとおりです。 

新型コロナウィルス感染症の拡大に伴い、日本国内から海外への渡航禁止や海外旅行

の自粛などにより、当社の海外旅行保険の販売に大きく影響がでております。このよ

うな状況は、2021 年度まで継続し、その後に徐々に回復するものとして固定資産の減

損や繰延税金資産の計上金額の見積りを行っております。 

12. 重要な後発事象は、次のとおりです。 

  新型コロナウィルス感染症の拡大に伴い、日本国内から海外への渡航禁止や海外旅行

の自粛などにより、海外旅行保険の販売実績に影響がでております。 

  なお、当社の翌事業年度の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性がありますが、

現時点においてその影響を合理的に算定することは困難です。 

13. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。 

  

(単位：百万円）

建物 動産 計

保険事業用資産 東京都内の本社事務所等 11 5 17

用途 場所
減損損失

（単位：百万円）

属 性
会 社 等 の
名 称

議決権等 の所
有（被所 有）
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

損害保険代理
店の委託

代理店手数料の
支払（注1）

1,750 未収金 12

保険契約の
引受

元受保険料の受
取（注2）

495 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）代理店手数料は他社との競合等を勘案して、合理的に設定した手数料率によっております。

（注2）保険契約は普通保険約款に従い、引き受けております。

（注3）上記（注1）の代理店手数料の金額には消費税等が含まれております。

親会社
株式会社エイ
チ・アイ・エ

ス

被所有
直接100.0％



<参考情報>

(単位：百万円、％)

当  期
(2020年3月31日現在)

（Ａ）　ソルベンシー・マージン総額 3,941

2,443

1

-  

1,180

-  

-  

-  

払戻積立金超過額 -  

負債性資本調達手段等 -  

-  

-  

315

672

-  

0

120

16

43

1,061.2

一般貸倒引当金

ソルベンシー・マージン比率

資本金又は基金等

価格変動準備金

危険準備金

異常危険準備金

その他有価証券評価差額金・繰延ヘッジ損益（税効果控除
前）

土地の含み損益

払戻積立金超過額及び負債性資本調達手段等のうち、マージ
ンに算入されない額

控除項目

その他

742

一般保険リスク（Ｒ1）

第三分野保険の保険リスク（Ｒ2）

予定利率リスク（Ｒ3）

資産運用リスク（Ｒ4）

（Ｂ）　リスクの合計額

経営管理リスク（Ｒ5）

巨大災害リスク（Ｒ6）

（Ｃ）　ソルベンシー・マージン比率
　　　　　　[(Ａ)/｛（Ｂ）×1/2｝]×100

注）上記の金額および数値は、保険業法施行規則第86条及び第87条並びに平成８年
    大蔵省告示第50号の規定に基いて算出しております。

65

2

43

2

21 )()( RRRRRR +++++ 65

2

43

2

21 )()( RRRRRR +++++ 65

2

43

2

21 )()( RRRRRR +++++ 65

2

43

2

21 )()( RRRRRR +++++ 65

2

43

2

21 )()( RRRRRR +++++

6



<ソルベンシー・マージン比率>

・「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。

　

① 保 険 引 受 上 の 危 険 ：
（ 一 般 保 険 引 受 リ ス ク ）
（第三分野保険の保険リスク)

② 予 定 利 率 上 の 危 険 ：
（ 予 定 利 率 リ ス ク ）

③ 資 産 運 用 上 の 危 険 ：
（ 資 産 運 用 リ ス ク ）

④ 経 営 管 理 上 の 危 険 ：
（ 経 営 管 理 リ ス ク ）

⑤ 巨 大 災 害 に 係 る 危 険 ：
( 巨 大 災 害 リ ス ク ）

・ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、保険会社の経営の健全性を判
　断するための指標のひとつですが、その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状
　況が適当である」とされています。

保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生
し得る危険（巨大災害に係る危険を除く）

実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回
ることにより発生し得る危険

保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変
動することにより発生し得る危険等

業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①
～③及び⑤以外のもの

通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相
当）により発生し得る危険

・「損害保険会社が保有している資本・準備金等の支払余力」（ソルベンシー・マージン総額）とは、
　損害保険会社の純資産（社外流出予定額を除く。）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金
　等）、有価証券・土地の含み益の一部等の総額であります。

・損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金
　を積み立てておりますが、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、
　通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。

・こうした「通常の予測を超える危険」（上表の「（Ｂ）リスクの合計額」）に対して、「損害保険
　会社が保有している資本・準備金等の支払余力」(上表の「（Ａ）ソルベンシー・マージン総額」)
　の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたのが、「ソルベンシー・マージン比率」
　(上表の(Ｃ))です。
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